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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】状況に応じた最適なズーム速度の設定を容易に
行うことができる。
【解決手段】ズームレンズを駆動する駆動手段２０３と
、ズームレンズの駆動の開始を指示する第１の指示部材
２１２ａと、ズームレンズの駆動速度の変更を指示する
第２の指示部材２１２ｂと、第１の指示部材および第２
の指示部材の指示に応じて、ズームレンズの駆動を制御
する制御手段２０１と、を有し、第１の指示部材は、第
２の指示部材と異なり、第２の指示部材による駆動速度
の変更は、ズームレンズの駆動中において有効である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ズームレンズを駆動する駆動手段と、
　前記ズームレンズの駆動の開始を指示する第１の指示部材と、
　前記ズームレンズの駆動速度の変更を指示する第２の指示部材と、
　前記第１の指示部材および前記第２の指示部材の指示に応じて、前記ズームレンズの駆
動を制御する制御手段と、を有し、
　前記第１の指示部材は、前記第２の指示部材と異なり、
　前記第２の指示部材による駆動速度の変更は、前記ズームレンズの駆動中において有効
であることを特徴とする光学機器。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記第１の指示部材が操作された場合に、前記第１の指示部材の操作
方向に応じた前記ズームレンズの駆動方向に、前記ズームレンズが駆動を開始するように
制御し、前記第２の指示部材が操作された場合に、前記第２の指示部材の操作量に応じて
前記駆動速度を変更するように制御することを特徴とする請求項１に記載の光学機器。
【請求項３】
　前記光学機器は、前記ズームレンズを介した光を受光する撮像素子を備えた撮像装置で
あり、
　前記制御手段は、前記撮像装置の撮影モードに応じて、前記駆動速度の変更可能範囲を
変えることを特徴とする請求項１または２に記載の光学機器。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記撮影モードが動画撮影モードであった場合、前記撮影モードが静
止画撮影モードであった場合よりも前記変更可能範囲を狭くすることを特徴とする請求項
３に記載の光学機器。
【請求項５】
　前記駆動速度の変更可能範囲を表示する表示部を有することを特徴とする請求項１ない
し４のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記第２の指示部材が第１の速度で操作される場合、第１の変更量で
前記駆動速度を変更し、前記第２の指示部材が前記第１の速度よりも速い第２の速度で操
作される場合、前記第１の変更量よりも大きい第２の変更量で前記駆動速度を変更するこ
とを特徴とする請求項１ないし５のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記ズームレンズの駆動速度に応じて、前記駆動速度の変更可能範囲
を変更することを特徴とする請求項１ないし６のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項８】
　前記制御手段は、前記ズームレンズの駆動中において、前記駆動速度の変更量を制限す
ることを特徴とする請求項１ないし７のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項９】
　前記制御手段は、前記ズームレンズの位置に応じて、前記駆動速度の変更可能範囲を変
更することを特徴とする請求項１ないし８のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項１０】
　前記制御手段は、前記ズームレンズの位置が、前記ズームレンズの可動域のうち端部の
領域およびテレ側の領域のうち少なくとも１つの領域にある場合、前記変更可能範囲を変
更することを特徴とする請求項９に記載の光学機器。
【請求項１１】
　前記ズームレンズの駆動速度に関する情報を記憶する記憶手段を有し、
　前記制御手段は、前記第２の指示部材の操作量と、前記駆動速度に関する情報と、に基
づいて、前記ズームレンズの駆動速度を変更することを特徴とする請求項１ないし１０の
いずれか１項に記載の光学機器。
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【請求項１２】
　前記制御手段は、前記第１の指示部材による指示が終了した後、前記第１の指示部材に
よる指示が行われている間に設定された前記駆動速度を維持または前記第１の指示部材に
よる指示が開始される前に設定された前記駆動速度に戻すことを特徴とする請求項１ない
し１１のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項１３】
　前記光学機器は、前記ズームレンズを介した光を受光する撮像素子を備えた撮像装置で
あり、
　前記第１の指示部材は、撮影動作の実行を指示する第３の指示部材の周囲に設けられ、
　前記第２の指示部材は、前記ズームレンズを収納する鏡筒の外周に設けられることを特
徴とする請求項１ないし１２のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項１４】
　前記光学機器は、前記ズームレンズを介した光を受光する撮像素子を備えた撮像装置で
あり、
　前記第１の指示部材は、撮影動作の実行を指示する第３の指示部材の周囲に移動可能に
設けられ、所定の位置を基準に時計回りまたは反時計回りに移動可能なレバー部材で構成
され、
　前記第２の指示部材は、前記ズームレンズの移動方向である光軸に対して同心円上に設
けられ、前記ズームレンズを収納する鏡筒の外周に回転可能に設けられたリング部材で構
成されることを特徴とする請求項１ないし１３のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項１５】
　前記第１の指示部材は、前記ズームレンズの駆動の開始、停止、および、駆動方向を指
示することを特徴とする請求項１ないし１４のいずれか１項に記載の光学機器。
【請求項１６】
　第１の指示部材により、ズームレンズの駆動の開始を指示するステップと、
　前記第１の指示部材と異なる第２の指示部材により、前記ズームレンズの駆動速度の変
更を指示するステップと、
　前記第１の指示部材および前記第２の指示部材の指示に応じて、前記ズームレンズの駆
動を制御するステップと、を有し、
　前記第２の指示部材による駆動速度の変更は、前記ズームレンズの駆動中において有効
である、
ことを特徴とする光学機器の制御方法。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の制御方法の各ステップが記述されたコンピュータで実行可能なプロ
グラム。
【請求項１８】
　コンピュータに、請求項１６に記載の制御方法の各ステップを実行させるためのプログ
ラムが記憶されたコンピュータが読み取り可能な記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学機器に関し、特にズームレンズの駆動を制御可能な光学機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、コンパクトカメラの高倍率化に伴い、ズーム動作における高速化が求められてい
る。同時にカメラによる動画撮影も重要度を増しており、一般に動画撮影におけるズーム
速度は高速だと被写体を追い難いとされ、動画撮影時は中速から低速にて操作される。こ
うした背景により、昨今のカメラでは幅広いズーム速度設定がユーザーより望まれている
。
【０００３】
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　特許文献１には、ズーム速度を段階的に変化させる機能を有するカメラとして、レバー
操作部材による多段速度切り換え技術について開示がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－３０４００２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１のようなレバー操作による多段速度切り換えは微妙なレバーの押し
込み量の調節をユーザーが行う必要であり、連続した速度切り換えを行う場合など使い勝
手が良くない。また、速度切換も２段階以上の多段切換が構成上難しい。一方、一眼レン
ズのようなリング操作によるマニュアルズームでは、動画撮影時で求められる一定速度を
保ちながら被写体を追うような操作を行うことが難しい。
【０００６】
　そこで、本発明は、上記課題に鑑み、状況に応じた最適なズーム速度の設定を容易に行
うことができる光学機器およびその制御方法、プログラム、および記憶媒体を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一側面としての光学機器は、ズームレンズを駆動する駆動手段と、前記ズーム
レンズの駆動の開始を指示する第１の指示部材と、前記ズームレンズの駆動速度の変更を
指示する第２の指示部材と、前記第１の指示部材および前記第２の指示部材の指示に応じ
て、前記ズームレンズの駆動を制御する制御手段と、を有し、前記第１の指示部材は、前
記第２の指示部材と異なり、前記第２の指示部材による駆動速度の変更は、前記ズームレ
ンズの駆動中において有効であることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、状況に応じた最適なズーム速度の設定を容易に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の第１の実施形態にかかるフローチャートである。
【図２】本発明の実施形態にかかる撮像システム構成図である。
【図３】本発明の実施形態にかかる撮像装置の全体図である。
【図４】本発明の第１の実施形態にかかる速度テーブルの説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本実施例のシステムの概要について説明する。なお以下に示す実施形態は本発明の一例
であり、構成などを限定するものではない。本発明を適用可能な構成であれば、下記構成
である必要は無い。
【００１１】
　図２を用いて撮像装置２００（光学機器）のシステムについて説明する。図２は本案件
におけるシステムブロック図である。図２において、２０１はシステム制御部、２０２は
鏡筒駆動制御部、２０３は鏡筒駆動部、２０４は鏡筒部、２０５は撮像部、２０６は撮像
制御部である。また、２０７は表示部、２０８は表示制御部、２０９は記録部、２１０は
外部記録部、２１１はストロボ、２１２は操作部、２１３は電源部、２１４は電源制御部
である。
【００１２】
　システム制御部２０１は、露出制御部２０１ａ、測距制御部２０１ｂ、画像処理部２０
１ｃ、速度制御部２０１ｄを有する。鏡筒部２０４は、複数の光学素子を有する撮像光学
系を備える。撮像光学系は、本実施例では、ズームレンズ２０４ａ、フォーカスレンズ２
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０４ｂ、絞り２０４ｃ、シャッタ２０４ｄにて構成される。
【００１３】
　システム制御部２０１（制御手段）はＣＰＵ（中央演算処理装置）等を用いて、実装さ
れているプログラムに基づいてシステム全体を制御する。また、システム制御部２０１は
制御部内に持つ露光制御部２０１ａおよび測距制御部２０１ｂ、画像処理部２０１ｃ、速
度制御部２０１ｄを用いて、状況に応じて適切な鏡筒制御および画像処理を行う。
【００１４】
　具体的には、露光制御部２０１ａおよび測距制御部２０１ｂは撮像部２０５および撮像
制御部２０６より得た画像データを用いて所定の演算処理を行い、得られた演算結果に基
づいて鏡筒駆動制御部２０２を通して鏡筒駆動部２０３へ駆動信号を伝達させる。鏡筒部
２０４は鏡筒駆動部２０３から伝達された駆動に基づき、光学素子（レンズや絞りなど）
を駆動する。システム制御部２０１は、ＴＴＬ（スルー・ザ・レンズ）方式によりＡＦ（
オートフォーカス）処理、ＡＥ（自動露出）処理、ＥＦ（ストロボプリ発光）処理、ＡＷ
Ｂ（オートホワイトバランス）処理などを行う。画像処理部２０１ｃは撮像制御部２０６
または記録部２０９、外部記録部２１０からのデータに対して所望の画像データ処理、具
体的には画素補間や画像縮小等のリサイズ処理および色変換処理などを行う。また、速度
制御部２０１ｄは図示していない光学検出センサなどを用いたエンコーダにより、ズーム
レンズ２０４ａ及びフォーカスレンズ２０４ｂの速度を算出する。予め定められた目標速
度になるよう、得られた各レンズのエンコーダ信号を速度制御部２０１ｄへ送り、現在速
度を算出して、目標速度との差分から鏡筒駆動制御部２０２へ制御信号を送る。
【００１５】
　鏡筒駆動制御部２０２は主にドライバーＩＣなどで構成されており、システム制御部２
０１からの制御信号および図示していない光学検出や磁気検出、傾斜検知などの各センサ
から得られた情報により、鏡筒駆動部２０３へ所望の駆動信号を伝達させる。また、各セ
ンサからの検出信号を速度制御部２０１ｄへ送る。
【００１６】
　鏡筒駆動部２０３は鏡筒部２０４の各レンズ群および鏡筒機構を動かすための各種モー
タで構成されている。このように、鏡筒駆動部２０３は、鏡筒部２０４内部に設けられた
ズームレンズ２０４ａ等の光学素子を駆動する駆動手段として機能する。鏡筒駆動部２０
３は、例えば、鏡筒部２０４内部に設けられた撮像光学系の光軸に沿ってズームレンズ２
０４ａを駆動させる。鏡筒駆動部２０３は、図示していないＤＣモータやステッピングモ
ータなどの各種モータにより構成される。各種モータは、ズームレンズ２０４ａ、フォー
カスレンズ２０４ｂ、絞り２０４ｃ、シャッタ２０４ｄの機能を実現できる構成により成
りたち、鏡筒部２０４を鏡筒駆動制御部２０２からの駆動制御信号に基づいて動作させる
。
【００１７】
　撮像部２０５はＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像素子で構成されている。撮像素子は、鏡筒部
２０４内部に設けられる撮像光学系（ズームレンズ等）を介した光を受光する。撮像素子
は鏡筒部２０４に組み込まれているレンズ群により集光した光束を受光して、これを電気
信号に変換する。変換された信号は撮像制御部２０６内の信号処理系回路で映像信号に変
換して、所定の加工処理を施し、映像表示が可能な信号を出力する。
【００１８】
　表示部２０７は液晶モニタなどの表示部材により構成されており、表示制御部２０８か
ら送られる表示用の画像データに対して、図示していないＤ／Ａ変換部を介して表示部２
０７へ送られ所望の画像を表示させる。また、撮像部２０５および撮像制御部２０６から
の画像データを逐次、表示制御部２０８を通して表示部２０７に表示させればＥＶＦ（El
ectronic View Finder）機能を実現することが可能である。
【００１９】
　記録部（記憶手段）２０９は撮影された映像情報、時間情報、設定情報等の様々なデー
タの記録や画像処理などの一時的な記録媒体として使用される。記録部２０９は更にシス
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テム制御部２０１により実行される各種プログラムなどを記憶するためのメモリ装置も含
まれる。本案件で使用するプログラムも記録部２０９に保持されている。記録部２０９は
、例えば、後述する図４に示される、ズーム駆動速度の速度テーブル（ズームレンズの駆
動速度に関する情報）なども記憶・保持している。外部記録部２１０は各種メモリーカー
ドなどの記録媒体である。外部記録部２１０は定められた処理を終えた画像情報データを
格納する。
【００２０】
　ストロボ２１１はＡＦ補助光の投光機能、ストロボ調光機能も有しており、露光制御部
２０１ａおよび測距制御部２０１ｂによりＴＴＬ方式を用いて制御される。
【００２１】
　操作部２１２はシステムを操作するための操作手段であり、レバー操作部２１２ａおよ
びリング操作部２１２ｂなど、装置本体の各種操作スイッチやレバー、表示部材に組み込
まれているタッチパネルなど、必要に応じた構成により成り立っている。本実施例では、
システム制御部２０１は、レバー操作部２１２ａおよびリング操作部２１２ｂの指示に応
じて、ズームレンズ２０４ａの駆動を制御する。これら操作手段により、ユーザーは任意
のカメラ動作を行う。上記以外の例として、図示していないシャッタースイッチのＳＷ１
で、ＡＦ処理、ＡＥ処理、ＡＷＢ処理、ＥＦ処理等の動作開始を指示し、ＳＷ２で操作完
了とする。また、ズーム動作はレバー操作部２１２ａの操作レバーを押している間は規定
の範囲内で変倍動作を行い、操作レバーを離すと動作を終了する。なお、レバー操作部２
１２ａおよびリング操作部２１２ｂの操作時における撮像装置２００の動作については後
ほど詳細に述べる。
【００２２】
　電源制御部２１４は電源検出回路、ＤＣ－ＤＣコンバータ、渦電流検出回路、電池残量
検出回路等により構成されており、電源部２１３から得た電力を各システムに対して、所
望の電圧にして必要に応じて電力を供給する。
【００２３】
　電源部２１３はアルカリ電池やリチウム電池等の一次電池やＬｉ電池等の二次電池、Ａ
Ｃアダプター等からなる電源部である。
【実施例１】
【００２４】
　本実施例１では、ズームレンズを駆動する駆動装置の制御について、図１および図２、
図３、図４を用いて詳細に説明する。図１は本実施例による、ズーム速度切換制御方法の
フローチャートである。図３は本実施例における撮像装置２００の全体図である。図４は
本実施例におけるズーム速度切換制御で参照する速度テーブルについての説明図である。
なお、以下の説明およびフローは、図２で示したシステム構成により実行される。
【００２５】
　まず、レバー操作部２１２ａおよびリング操作部２１２ｂを操作した際の撮像装置２０
０の動作について説明する。図３において、３０４は鏡筒部２０４に相当する鏡筒部位で
ある。３１１は、撮影動作の実行を指示するレリーズボタン（第３の指示部材）であり、
半押しされることにより撮影準備動作（焦点調節動作等）が開始され、全押しによって撮
影動作（撮像素子で読み出された画像データの記録媒体への記録）が開始される。３１２
ａはレバー操作部２１２ａに相当するレバー操作部材である。３１２ｂはリング操作部２
１２ｂに相当するリング操作部材である。レリーズボタン３１１の外周には、回転操作型
のレバー操作部材（ズームレバー）３１２ａが取り付けられている。また、鏡筒部位２０
４の外周には、回転操作型のリング操作部材３１２ｂが取り付けられている。
【００２６】
　レバー操作部２１２ａは図３のレバー操作部材３１２ａに示すように、レリーズボタン
３１１の中心軸と一致する回動軸を中心に左右に回動自在の構成である。このように、レ
バー操作部材３１２ａは、レリーズボタン３１１の周囲に移動可能に設けられ、所定の位
置（中立位置）を基準に時計回りまたは反時計回りに移動可能なレバー部材で構成される
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。回転軸の中心（中立位置）にレバーが有る場合、レバー操作部２１２ａの内部スイッチ
はオフとなる。この場合、ズームレンズ２０４ａは動作しない。回転軸の中心に対しレバ
ーを左右どちらかに倒すことで、内部スイッチはオンとなる。これにより、システム制御
部２０１は、ズームレンズ２０４ａの光軸方向への駆動（ズーム動作）を開始させること
ができる。換言すれば、レバー操作部２１２ａは、ズームレンズ２０４ａの光軸方向への
駆動（ズーム動作）の開始を指示する第１の指示部材として機能する。内部スイッチは左
右で接続先が異なることにより、システム制御部２０１はユーザーが左右どちらへレバー
操作したか認識できる。システム制御部２０１は検出したレバー操作方向に従って、速度
制御部２０１ｄ及び鏡筒駆動制御部２０２、鏡筒駆動部２０３によりズームレンズ２０４
ａをテレ側またはワイド側へ動作させる。換言すれば、システム制御部２０１は、レバー
操作部２１２ａが操作された場合に、該レバー操作部２１２ａの操作方向に応じたズーム
レンズ２０４ａの駆動方向に、ズームレンズが駆動を開始するように制御する。左右どち
らかに倒しているレバー操作部２１２ａを離すことで、レバーは初期位置の回転軸の中心
位置へ戻る。レバーが回転軸の中心に戻ることで内部スイッチはオフとなり、動作中のズ
ームレンズ２０４ａは動作を停止する。このように、レバー操作部２１２ａは、レバー操
作方向および位置に応じて、ズームレンズの駆動の開始、停止、および、駆動方向を指示
することができる。
【００２７】
　リング操作部２１２ｂは図３のリング操作部材３１２ｂで示すように、ズームレンズの
移動方向である光軸に対して同心円上に設けられたリング部材で構成され、鏡筒部２０４
の周囲に配置される。このように、ズームレンズ２０４ａを収納する鏡筒の外周には、リ
ング操作部材３１２ｂが回転可能に設けられている。リング内部にはリングの回転方向お
よび回転スピードを検出するための光検出センサおよびエンコーダ等のリング動作検知部
材を持つ。ユーザーがリング操作部材３１２ｂを回転操作することにより、ズームレンズ
２０４ａの駆動速度を変更することができる。換言すれば、リング操作部２１２ｂは、ズ
ームレンズ２０４ａの駆動速度の変更を指示する第２の指示部材として機能する。システ
ム制御部２０１は、リング操作部２１２ｂが操作された場合に、リング操作部２１２ｂの
操作量に応じてズームレンズ２０４ａの駆動速度を変更するように制御する。なお、リン
グ操作部材３１２ｂによるズームレンズの駆動速度の変更は、レバー操作部材３１２ａに
よるズームレンズの駆動中（ズーム動作中）においても有効である。図３に示すように、
レバー操作部材３１２ａ（第１の指示部材）は、リング操作部材３１２ｂ（第２の指示部
材）とは異なる。すなわち、リング操作部材３１２ｂは、レバー操作部材３１２ａとは離
れた位置に設けられ、リング操作部材３１２ｂとレバー操作部材３１２ａは互いに別々の
部材で構成されている。ユーザーによるリング操作の検出はリング操作部２１２ｂを回転
操作する事で前述の検知部材によりパルス信号を発生させ、発生させた信号のパルス数を
カウントすることでリング操作量を検出する。また、パルス信号の立ち上がり/立ち下が
り及び周波数をシステム制御部２０１で処理することで回転方向および回転スピードを検
出する。リング操作部２１２ｂはクリック感のある機構で構成されており、１クリック動
作につき、１パルスが発生する。このように、本実施例のリング操作部２１２ｂは、所定
の操作量ごとにクリック感を発生させる機構を有している。以上のリング操作検出方法に
より、ユーザーによるリング操作状況を把握することができる。
【００２８】
　なお、図３では、本発明をレンズ一体型のデジタルカメラ（撮像装置）に適用した実施
形態について説明するが、本発明はレンズ交換可能な一眼レフタイプのデジタルカメラや
ビデオカメラに対しても適用可能である。ここで、本発明がレンズ装置と該レンズ装置が
着脱可能な撮像装置本体（カメラ本体）とからなる撮像システムにより構成される場合、
レバー操作部２１２ａはカメラ本体に設けられ、リング操作部２１２ｂはレンズ装置に設
けられるように構成される。しかし、本発明はこれに限定されず、例えば、レバー操作部
２１２ａおよびリング操作部２１２ｂは両部材ともカメラ本体に設けるように構成するこ
とも可能である。また、これとは逆に両部材ともレンズ装置（光学機器）に設けるように
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構成することも可能である。
【００２９】
　以上の操作において、レバー操作中（駆動中）にリング操作（速度変更）を行った場合
、操作終了後、レバー操作中に切り換えた速度設定は変更を維持するか、またはレバー操
作前の速度に戻す、もしくは予め決められた初期速度設定に戻す。
【００３０】
　上記構成を取ることにより、ズーム動作の駆動／停止及び駆動方向をレバー操作が担い
、ズーム速度変更をリング操作で行うことで、ズーム動作中に容易に速度変更が行えると
同時に、ホールド感及び直感的な操作を実現する。
【００３１】
　続いて、本実施例によるズーム駆動速度切換制御について説明する。本実施例における
速度制御切換はズーム駆動中における前述のリング操作検出方法により、リングの回転数
（カウント数）及び回転方向、回転速度を検出することで駆動速度を選択することを特徴
とする。さらに、速度変更操作時のズームレンズ２０４ａの位置、撮像装置２００の撮影
モードなども合わせて参照することで状況に応じた最適の速度設定を行う。例えば、ズー
ムレンズ２０４ａの駆動速度に応じて、該駆動速度を変更可能な範囲（変更可能範囲）を
変更すれば、状況に応じた最適な速度設定を行うことができる。以下、詳細に説明する。
【００３２】
　リング操作部２１２ｂを用いたズーム駆動速度切換方法について説明する。図４はリン
グ操作部２１２ｂを操作することで選択するズーム駆動速度の速度テーブルである。図４
（ａ）は静止画撮影時における速度テーブルである。図４（ｂ）は動画撮影時における速
度テーブルである。
【００３３】
　ユーザーはリング操作部２１２ｂを操作することで所望のズーム駆動速度を選択する。
選択可能なズーム駆動速度については、図４に一例を示す。図４に示した、記録部２０９
に予め用意されている速度テーブルに記載の速度から所望のズーム駆動速度を選択する。
本実施例において、速度テーブルは各状況に応じられるように複数のテーブルを記録部２
０９に保持している。ズームレンズ２０４ａの動作状況や位置、撮像装置２００の撮影モ
ードなどにより、適宜、最適なテーブルを記録部２０９からシステム制御部２０１により
選択される。詳細については後ほど述べる。
【００３４】
　速度選択において、システム制御部２０１はリング操作部２１２ｂの発生パルスのカウ
ント数からリング操作量を検出することで、記録部２０９から選択・設定した速度テーブ
ルからユーザーが所望する速度を選択する。換言すれば、システム制御部２０１は、リン
グ操作部２１２ｂの操作量と、速度テーブルと、に基づいて、ズームレンズ２０４ａの駆
動速度を選択・設定（変更）する。通常のリング操作においては前述の通り１クリック動
作につき、１パルスが発生させることで１カウントずつ検出し、現在の設定速度から速度
テーブル記載の駆動速度を昇順または降順に沿って順々に変更する。例えば、図４（ａ）
において、現在の設定速度が速度（４）の１２００であった場合、仮にリング操作部２１
２ｂを左回りに動かすと速度ダウンする設定であるならば、左に１クリック動作を行うこ
とで、設定速度は速度（３）の１０００となる。また、事前の操作設定により、前述の１
カウントにつき１段の速度変更設定については変更可能である。例えば、１カウントにつ
き、３段の速度変更とする操作設定を行った場合、先の事例では、左に１クリック動作を
行うことで、設定速度は速度（４）から速度（１）へと変更となる。
【００３５】
　さらに、検出したリングの速度が一定以上の場合、言い換えると検出パルス周波数が一
定以上の場合であり、さらに検出したカウント数が一定以上の場合、現状の速度からユー
ザー所望の速度まで、途中の速度を経由せずに一挙にて速度変更を行う。例えば、図４（
ａ）において、現在の設定速度が速度（４）の１２００であり、変更希望速度が速度（８
）の２０００であったとする。その場合、前述の一挙にて速度変更を行うための操作条件
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を満たしている時は速度（４）から（８）の間の速度（５）、（６）、（７）を飛ばして
速度（８）を設定する。このように、システム制御部２０１は、リング操作部２１２ｂが
第１の速度で操作される場合、第１の変更量でレンズ駆動速度を変更し、第１の速度より
も速い第２の速度で操作される場合、第１の変更量よりも大きい第２の変更量でレンズ駆
動速度を変更する。これは、急峻な速度変更において、速度設定を容易にして、かつ、で
きる限り速度変更による駆動速度の不連続を少なくすることでＥＶＦ表示や動画記録時の
違和感を軽減することを目的としている。一挙による速度変更とするための検出パルス周
波数およびカウント数の閾値はユーザーの使用感が最も良い値に任意に設定できる。
【００３６】
　ユーザーにより選択された速度は速度制御部２０１ｄにて目標速度として設定され、以
後のズーム動作における速度制御の目標値となる。このような構成にすることで、従来の
レバーによる速度切換では難しかった３つ以上の速度を持たせる多段速度切換が容易に行
うことが可能となる。
【００３７】
　上記速度選択において、選択可能なズーム駆動速度については表示部２０７を通してユ
ーザーへ通知する。ユーザーは表示部２０７に表示された速度に対して、上記手法により
所望の速度を選択する。このように、表示部２０７は、リング操作部２１２ｂにより変更
可能（選択可能）なズーム駆動速度の範囲を表示することができる。
【００３８】
　次に上記ズーム駆動速度切換手法において、撮像装置２００の撮影モード、ズームレン
ズ２０４ａの位置などの情報を反映することで、より状況にあった速度切換を行うことが
できる。以下に状況に応じた速度切換手法例を説明する。
【００３９】
　始めに、撮像装置２００の撮影モードによるズーム速度設定変更切換について説明する
。一般的に多段速度設定が可能なカメラにおいて、静止画撮影時と動画撮影時では速度を
変えて設定している。それは撮影モードによって要求速度領域が異なるためであり、通常
、静止画に対して動画の方が低速領域にて駆動速度設定がなされている。理由として、静
止画では被写体に対して素早く画角に収めたいというユーザー要望を叶えるためであり、
また動画時では被写体を追尾しながらの撮影では、駆動速度が速すぎると追尾しにくいと
いう要望がある。
【００４０】
　従来では撮影モード毎に固有の駆動速度を持たせることで前述のユーザー要望に対応し
ていた。それに対して、本実施例は撮影モード（静止画、動画など）により、速度テーブ
ルを変更することで切換可能なズーム速度領域を変更することを特徴としている。撮影モ
ード毎に使用頻度の高い速度を設定したテーブルを用意して、ユーザーによる撮影モード
設定時に参照速度テーブルを切り換える。図４で一例を示す。図４（ａ）では設定速度（
１）～（８）に対して、静止画撮影における使用頻度の高い、高～中速領域を設定した速
度テーブルを用意する。それに対して、図４（ｂ）は動画撮影時における使用頻度の高い
、中～低速領域を細かく設定できる速度テーブルを用意する。このように、システム制御
部２０１は、撮像装置２００の撮影モードに応じて、レンズ駆動速度の変更可能範囲を変
えるように制御する（参照速度テーブルを変更する）。具体的に、例えば、図４に示すよ
うに、撮影モードが動画撮影モードであった場合は、撮影モードが静止画撮影モードであ
った場合よりもレンズ駆動速度の変更可能範囲が狭くなるように制御する。速度テーブル
の各速度は予め決めることもできるが、ユーザーの使用頻度の高い速度または速度領域を
残して、使用頻度の低い速度は、使用履歴から、より使用される可能性の高い速度に自動
的に更新させてもよい。このように、撮影モードに適した速度領域テーブルを用意するこ
とで、使用頻度の低い速度を省き、よりユーザーが必要な速度領域に対して詳細な速度設
定ができるようにしている。
【００４１】
　続いて、ズームレンズ２０４ａの動作状況によるズーム速度設定変更切換について説明
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する。ズーム速度設定において、ズームレンズ２０４ａが動作中の場合、前述の通り、あ
まりに急峻な変化をさせると被写体に合わせ難いなど使用感が悪化するため、速度変化に
対して制限を設けることが望ましい。また、低速動作から最高速動作まで一挙に変更しよ
うとした場合、鏡筒駆動部２０３のモータ追従性など、ハード構成の要件によっても速度
変化に対して上限を設けることを考慮する必要がある。
【００４２】
　そのため、前述の現在の速度からユーザー所望の速度まで一挙にて変更を行う手法につ
いて、駆動中の一挙による速度変更に上限を設けることで、限度を超えた急峻な速度変更
に制限を設ける手法が考えられる。換言すれば、システム制御部２０１は、ズームレンズ
の駆動中において、リング操作部２１２ｂが所定値より大きい速度で操作された場合、レ
ンズ駆動速度の変更量を制限する。具体的には、例えば、図４（ｂ）を例にすると、現在
の速度設定が速度（４）の４００の場合、動画時では急峻な速度変化に制限をかけたいた
め、一挙にて変更を行う場合でも、最大で２つ飛ばしまで可能として、速度（６）までし
か変更できないようにする。それ以上の速度変更は速度（６）に変更後に、改めてリング
操作部２１２ｂを操作することで設定する。さらに、現状の速度からユーザー所望の速度
まで一挙にて変更するために必要なパルス周波数およびカウント数の閾値を変更すること
で、ユーザー操作量を多くしなければ一挙の速度変更ができないようにすることも考えら
れる。
【００４３】
　次にズームレンズ２０４ａの位置による速度切換領域の変更について説明する。前述の
撮像装置２００の撮影モードによるズーム速度設定変更切換において、静止画撮影時には
高～中速領域、動画撮影時には中～低速領域が好ましいと述べたが、鏡筒構成や使用方法
によっては例外もある。例えば静止画の場合、光学５０倍近くの高倍率鏡筒において、テ
レ側にて被写体を画角に収めたい時、駆動速度が早いと少しの操作量で画角変化が大きく
発生して使用感が悪い。また、ズームレンズ２０４ａの位置によっては急峻な速度変更が
適切でない状況もある。例えば、レンズ端に近い位置にて、レンズ端側へ駆動中に低速か
ら高速動作へ急峻に切り替わった場合、低速から高速へ速度変更中に端に行き着き、制御
上、オーバーシュート時に急停止が発生することが考えられる。そうした場合、鏡筒やモ
ータ、電源への負荷が増大することによる弊害が予想される。
【００４４】
　以上から、本案件ではズームレンズ２０４ａの位置を加味した、より適切な速度領域切
換の変更を行うことでユーザーの使用感を向上させるとともに、不用意な速度変更を未然
に防ぐ。具体的にはズームレンズ２０４ａが駆動中のユーザー操作により速度切換におい
て、予めズームレンズ２０４ａの位置に付随する形で速度切換制限領域を設ける。ユーザ
ー操作による速度切換指示があった際に、システム制御部２０１はズームレンズ２０４ａ
の現在位置を参照して、現在位置が速度切換制限領域に当たるか判断する。速度切換制限
領域の場合は前述のズームレンズ２０４ａの動作状況によるズーム速度設定変更切換にて
示した手法や速度テーブルにて一定以上の速度への切換禁止処置を行う。換言すれば、シ
ステム制御部２０１は、ズームレンズ２０４ａの位置に応じて、レンズ駆動速度の変更可
能範囲を変更する。具体的に、ズームレンズ２０４ａの位置が、ズームレンズの可動域の
うち端部の領域およびテレ側の領域のうち少なくとも１つの領域にある場合、該変更可能
範囲を変更する。
【００４５】
　以上、本実施例におけるズーム速度切換制御方法について述べたが、上記速度テーブル
を使用した方法以外でも、リング操作に対して、複数の速度切換を行える構成であれば、
本提案の手法を用いることができる。
【００４６】
　図１より、本提案件によるズーム速度切換制御方法のフローについて説明する。詳細に
は、本案件にて最も効果が期待されるズーム速度切換制御における一例を記載している。
なお、下記実施例は本案件における一例に過ぎず、本構成および手法が適用される範囲に
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おいては下記フローに則る必要はない。また、特に断りが無い場合、上記記載内容は下記
フロー時においても適用される。図１では本実施例１における全体のフローを示す。
【００４７】
　はじめに、システム制御部２０１はリング操作部２１２ｂの操作量を検出するためにリ
ングエンコーダ検出を開始する（Ｓ１０１）。
【００４８】
　Ｓ１０１にてリングエンコーダ検出を開始した後、システム制御部２０１は撮影モード
を検出する（Ｓ１０２）。撮影モードは、例えば静止画撮影、動画撮影、静止画撮影と共
にその前後の動画数秒間を一緒に記録する撮影モード（以下、ムービーオート撮影とする
）などがある。
【００４９】
　Ｓ１０２の撮影モード検出後、システム制御部２０１は検出した撮影モードにより定め
られる速度テーブルを設定して、ズーム速度の切換可能な速度領域を設定する（Ｓ１０３
）。
【００５０】
　Ｓ１０３にてシステム制御部２０１がズーム速度領域切換を行った後、システム制御部
２０１はリング操作部２１２ｂにて操作を行ったか、検出しているリングエンコーダ信号
から判断する（Ｓ１０４）。Ｓ１０４にてユーザーがリング操作を行ったと判断された場
合、システム制御部２０１はユーザーによるリング操作部２１２ｂの操作量を検出する（
Ｓ１０５）。Ｓ１０４にてユーザーがリング操作を行っていないと判断された場合、次に
システム制御部２０１はユーザーがレバー操作部２１２ａの操作を行ったか判断する（Ｓ
１０７）。
【００５１】
　Ｓ１０５にてリング操作量検出を行った後、システム制御部２０１は現在の速度設定値
から、検出結果に基づいたズーム速度へと速度変更を行う（Ｓ１０６）。設定速度はＳ１
０３にて選択した速度テーブル記載の速度領域から設定される。
【００５２】
　Ｓ１０６にてズーム速度設定変更を行った後、システム制御部２０１はＳ１０７へ移行
する。Ｓ１０７にて、ユーザーがレバー操作部２１２ａの操作を行ったと判断した場合、
システム制御部２０１はレバー操作部２１２ａからの信号からズームレンズ２０４ａの移
動方向を検出する（Ｓ１０８）。Ｓ１０７にて、ユーザーがレバー操作部２１２ａの操作
を行っていないと判断した場合、Ｓ１０４に戻る。
【００５３】
　Ｓ１０８にてズームレンズ２０４ａの移動方向を検出後、システム制御部２０１はズー
ムエンコーダ検出を開始する（Ｓ１０９）。Ｓ１０９のズームエンコーダ検出開始により
、鏡筒駆動制御部２０２は検出したズームエンコーダ信号からズーム速度測定を開始する
（Ｓ１１０）。
【００５４】
　Ｓ１１０にてズーム速度測定を開始した後、鏡筒駆動制御部２０２は鏡筒駆動部２０３
へ駆動信号を送信して、ズームレンズ２０４ａの動作を開始する（Ｓ１１１）。
【００５５】
　Ｓ１１１にて鏡筒駆動部２０３によりズームレンズ２０４ａが駆動を開始した後、Ｓ１
０４と同様にシステム制御部２０１はリング操作検出判断を行う（Ｓ１１２）。
【００５６】
　Ｓ１１２にてユーザーがリング操作を行ったと判断された場合、システム制御部２０１
はユーザーによるリング操作部２１２ｂの操作量を検出する（Ｓ１１３）。Ｓ１１２にて
ユーザーがリング操作を行っていないと判断された場合、次にシステム制御部２０１はユ
ーザーがレバー操作部２１２ａの操作を行ったか判断する（Ｓ１１８）。
【００５７】
　Ｓ１１３にてリング操作量検出後、システム制御部２０１は検出しているズームエンコ
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ーダの検出結果からズームレンズ２０４ａの現在位置を算出・取得する（Ｓ１１４）。
【００５８】
　Ｓ１１４にてズームレンズ２０４ａの現在位置を取得した後、システム制御部２０１は
ズーム速度領域を更新するか判断する（Ｓ１１５）。Ｓ１１５にて速度領域更新が必要と
判断された場合、システム制御部２０１はズーム速度領域を更新する（Ｓ１１６）。
【００５９】
　Ｓ１１５にて速度領域更新が必要無いと判断された場合、現在の速度領域設定によりズ
ーム速度変更を行う（Ｓ１１７）。
【００６０】
　Ｓ１１６にてズーム速度領域を更新した後、更新した速度領域の設定によりＳ１１７を
行う。
【００６１】
　Ｓ１１７にてズーム速度変更後、システム制御部２０１はＳ１０７と同様にユーザーが
レバー操作部２１２ａの操作を終了したか判断する（Ｓ１１８）。Ｓ１１８にて、ユーザ
ーがレバー操作部２１２ａの操作を終了したと判断した場合、システム制御部２０１は速
度初期化設定がされているか判断する（Ｓ１１９）。
【００６２】
　Ｓ１１９にて速度初期化設定がされている場合、システム制御部２０１は予め決められ
ている初期ズーム速度に設定する（Ｓ１２０）。Ｓ１２０にて初期ズーム速度に設定し直
した後、ズーム動作を終了する。Ｓ１１９にて速度初期化設定がされていない場合、最終
ズーム速度に設定してズーム動作を終了する。換言すれば、レバー操作部２１２ａによる
指示が終了した後、レバー操作部２１２ａによる指示が行われている間に設定されたレン
ズ駆動速度（最終ズーム速度）を維持するように制御する。または、レンズ操作部２１２
ａによる指示が開始される前に設定されたレンズ駆動速度（初期ズーム速度）に戻すよう
に制御する。
【００６３】
　このように、本発明によれば、ズーム動作の駆動／停止及び駆動方向はレバー操作、速
度変更はリング操作で行うことでズーム動作中に多段速度切り替えが容易に行え、また動
画速度時においても容易に一定速度のズーム動作が行える。また、撮影モードやズームレ
ンズ位置、動作状況を速度領域設定に反映することでより状況にあった速度切換を行うこ
とができる。
【００６４】
　これにより、本発明は、ズーム動作中に手の持ち替え無く多段速度切換が行え、かつ速
度切換後に一定速度動作を容易に行うことができる。すなわち、状況に応じた最適なズー
ム速度の設定を容易に行うことができる。
【００６５】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。
【００６６】
　例えば、本発明は、以下の処理を実行することによっても実現される。即ち、上述した
実施形態の機能を実現するソフトウェア（プログラム）をネットワーク又は各種記憶媒体
を介してシステム或いは装置に供給し、そのシステム或いは装置のコンピュータ（又はＣ
ＰＵ等）がプログラムコードを読み出して実行する処理である。この場合、そのプログラ
ム（すなわち、各実施例における各ステップが記述されたコンピュータで実行可能なプロ
グラム）、及び該プログラムを記憶した記憶媒体は本発明を構成することになる。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明は、コンパクトデジタルカメラ、一眼レフカメラ、ビデオカメラなどの撮像装置
に好適に利用できる。
【符号の説明】
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【００６８】
２０１　システム制御部
２１２ａ　レバー操作部
２１２ｂ　リング操作部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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